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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次 　
第10期
第１四半期
累計(会計)期間

第11期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第10期

会計期間 　
自　平成21年１月１日

至　平成21年３月31日

自　平成22年１月１日

至　平成22年３月31日

自　平成21年１月１日

至　平成21年12月31日

売上高 （千円） 　 222,804 287,933 989,030

経常利益 （千円） 　 34,598 34,035 188,361

四半期（当期）純利益 （千円） 　 34,361 37,142 180,452

持分法を適用した場合の投資
利益（△は損失）

（千円） 　 △165 － 2,372

資本金 （千円） 　 1,283,536 － 1,154,088

発行済株式総数 （株） 　 15,503 － 15,503

純資産額 （千円） 　 1,188,449 1,391,972 1,334,541

総資産額 （千円） 　 1,651,385 4,551,875 2,066,275

１株当たり純資産額 （円） 　 76,659.33 89,787.31 86,082.76

１株当たり四半期（当期）　純
利益

（円） 　 2,216.41 2,395.85 11,639.84

潜在株式調整後１株当たり　四
半期（当期）純利益

（円） 　 － － －

１株当たり配当額 （円） 　 － － －

自己資本比率 （％） 　 72.0 30.6 64.6

営業活動によるキャッシュ・
フロー

（千円） 　 315,613 311,317 523,035

投資活動によるキャッシュ・
フロー

（千円） 　 △1,109 2,308,086 1,911

財務活動によるキャッシュ・
フロー

（千円） 　 △3,332 △3,332 90,004

現金及び現金同等物の四半期
末（期末）残高

（千円） 　 988,103 3,907,953 1,291,881

従業員数 （人） 　 24 22 24

(注) １　当社は、前事業年度まで連結財務諸表を作成していないため、前第１四半期連結累計（会計）期間及び前連結

会計年度に代えて、前第１四半期累計（会計）期間及び前事業年度について記載しております。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社における異動は「３　関係会社の状況」に記載のとおりであります。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、次の会社が関連会社から連結子会社となりました。

名称 住所 資本金 主要な事業の内容
議決権の所有割合
又は被所有割合（％）

関係内容

（連結子会社）
トランスファーネット
株式会社

東京都港区 56百万円
集金事務及び
収納事務の代行

66.0
業務委託取引
業務受託取引
役員兼任あり

(注)　特定子会社に該当しております。

　

４ 【従業員の状況】

(1)　連結会社の状況

平成22年３月31日現在

従業員数(人) 22　

(注) １　従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む就業人員であります。

　

(2)　提出会社の状況

平成22年３月31日現在

従業員数(人) 22　

(注) １　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1)　生産実績

当社グループは生産活動を行っておりませんので、該当事項はありません。

　

(2)　受注実績

当社グループでは受注生産を行っておりませんので、該当事項はありません。

　

(3)　販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業別に示すと、次のとおりであります。

　

事業 　販売高(千円) 　

業務受託事業 268,156　

コンサルティング事業 19,776　

合計 287,933　

(注) １　当第１四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は

次のとおりであります。

相手先

当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年１月１日

 至　平成22年３月31日)

金額（千円) 割合（％）

三井住友海上火災保険株式会社 45,048 15.6

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ 41,160 14.3

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　当社は、当第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しておりますので、前第１四半期連結会計

期間との比較は行っておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

(1)業績

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、アジア地域を中心とした海外経済の回復に伴い、

景気回復の兆しが見られるものの、引き続き雇用情勢は厳しく、また企業の設備投資も抑制傾向が続い

ており、本格的な景気回復には至っているとは言えず、今後もデフレや為替変動等が懸念され、先行き

不透明な状況で推移しております。

こうした状況の中、当社グループの業務受託事業については、主にオンライン証券、外貨証拠金取引

業者向に提供しているクイック入金サービスが61,565千円、主に損害保険会社に提供している収納代

行サービスが177,689千円となり、その他サービスと合わせて268,156千円となりました。

コンサルティング事業では、クイック入金サービスの初期売上等があり、合計19,776千円となりまし

た。

この結果、当第１四半期連結会計期間の業績は、売上高287,933千円、営業利益34,062千円、経常利益

34,035千円、四半期純利益37,142千円となりました。

　なお、平成22年１月にトランスファーネット株式会社を子会社化したことに伴い、当第１四半期連結

会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期との比較は行っておりません。

　

(2)　財政状態の分析

　資産、負債及び純資産の状況

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、4,551,875千円となりました。主な内容は、流動資産で

は、現金及び預金3,907,953千円、売掛金270,047千円であり、固定資産では、有形固定資産及びその他無形

固定資産37,773千円、のれん21,341千円、投資その他の資産47,056千円であります。

　当第１四半期連結会計期間末における負債は、3,159,902千円となりました。主な内容は、預り金

2,963,778千円、短期借入金100,000千円であります。

　当第１四半期連結会計期間末における純資産は、1,391,972千円となりました。主な内容は、資本金

1,154,088千円、利益剰余金217,595千円であります。

（注）当第１四半期連結会計期間より、四半期連結財務諸表を作成しているため、前連結会計年度末との

比較は行っておりません。　

　

(3)　キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、

3,907,953千円となりました。

　当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況と、その要因は以下のとおりでありま

す。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により得られた資金は311,317千円となりました。これは主に、税金等調整前四半期純利益

34,035千円の計上に加え、収納代行サービスの伸長に伴う預り金の増加234,710千円及び、ファイナンス

サービスに伴う買取債権の減少96,857千円等の資金の増加があったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動により得られた資金は2,308,086千円となりました。これは主に、連結の範囲の変更に伴う子

会社株式の取得による収入によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により使用した資金は3,332千円となりました。これは長期借入金の返済による支出による
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ものであります。

（注）当第１四半期連結会計期間より、四半期連結財務諸表を作成しているため、前連結会計年度末との

比較は行っておりません。

　

(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。

　

(5)　研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1)　主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2)　設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前事業年度に計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありま

せん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 60,812

計 60,812

　

②　【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成22年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年５月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 15,503 15,503
東京証券取引所
（マザーズ）

―

計 15,503 15,503 － －

（注）１．単元株式制度を採用していないため、単元株式数はありません。

２．提出日現在の発行数には、平成22年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は、含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

　

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおり

であります。

①　第１回新株予約権

平成17年３月24日　定時株主総会決議

　
第１四半期会計期間末現在
(平成22年３月31日)

新株予約権の数（個） 345（注）１.

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 345（注）１.

新株予約権の行使時の払込金額（円） 160,000（注）２.

新株予約権の行使期間 自　平成19年３月25日　　至　平成27年３月24日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　160,000
資本組入額　160,000

新株予約権の行使の条件 （注）３.

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要する
ものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

（注）１．新株予約権の数、新株予約権の目的となる株式の数は、決議による新株発行予定数から、退職等による権利

を喪失した数を控除した数のことであります。

２．当社が株式の分割及び併合をするときは、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は

切り上げます。

調整後行使価額 = 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

　

　また、当社が時価を下回る価額で新株を発行又は自己株式の処分(新株予約権、平成14年４月１日改正前旧

商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使による場合を除く)をするときは、次の算式により行使価

額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げます。その他、新株予約権(その権利行使により発行され

る株式の発行価額が、時価を下回る場合に限る。)を発行する場合についても、これに準じて行使価額は調整

されます。

調整後
行使価額

=
調整前
行使価額

×
既発行株式数 ＋

新発行株式数 × １株当たり払込金額

調整前行使価額

既発行株式数＋新規（処分）発行株式数

　

３．新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の割当を受けたものは、権利行使時においても、当社または当社の子会社の取締役・監査役も

しくは従業員の地位にあることを要す。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある

場合はこの限りでない。

②　新株予約権の譲渡、担保権の設定をすることができない。

③　その他の条件については、株主総会及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた者との

間で締結する「新株予約権付与契約」に定めるところによる。
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②　第２回新株予約権

平成18年３月22日　定時株主総会決議

　
第１四半期会計期間末現在
(平成22年３月31日)

新株予約権の数（個） 783（注）１.

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 783（注）１.

新株予約権の行使時の払込金額（円） 200,000（注）２.

新株予約権の行使期間 自　平成20年３月23日　　至　平成28年３月22日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　200,000
資本組入額　200,000

新株予約権の行使の条件 （注）３.

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要する
ものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

（注）１．新株予約権の数、新株予約権の目的となる株式の数は、決議による新株発行予定数から、退職等による権利

を喪失した数を控除した数のことであります。

２．当社が株式の分割及び併合をするときは、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は

切り上げます。

調整後行使価額 = 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

　

　また、当社が時価を下回る価額で新株を発行又は自己株式の処分(新株予約権、平成14年４月１日改正前旧

商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使による場合を除く)をするときは、次の算式により行使価

額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げます。その他、新株予約権(その権利行使により発行され

る株式の発行価額が、時価を下回る場合に限る。)を発行する場合についても、これに準じて行使価額は調整

されます。

調整後
行使価額

=
調整前
行使価額

×
既発行株式数 ＋

新発行株式数 × １株当たり払込金額

調整前行使価額

既発行株式数＋新規（処分）発行株式数

　

３．新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の割当を受けたものは、権利行使時においても、当社または当社の子会社の取締役・監査役も

しくは従業員の地位にあることを要す。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由のある

場合はこの限りでない。

②　新株予約権の譲渡、担保権の設定をすることができない。

③　その他の条件については、株主総会及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた者との

間で締結する「新株予約権付与契約」に定めるところによる。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

　平成22年１月１日～
平成22年３月31日

― 15,503 ― 1,154,088 ― ―

　

(5) 【大株主の状況】

当第１四半期会計期間において、当社の社員であり主要株主でもある加藤和吉氏及から平成22年３月５日付の大

量保有報告書の変更報告書の写しの送付があり、平成22年３月31日現在で以下のとおり株券等を保有している旨の報

告を受けておりますが、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社として実質所有株式数の確認ができません。

なお、加藤和吉氏の大量保有報告書の写しの内容は、以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等

の数（株）

株券等保有

割合（％）

加藤和吉 東京都品川区 221 1.43

　

当第１四半期会計期間において、株式会社エヌ・ティ・ティ・データから平成22年３月15日付の大量保有報告書

の変更報告書の写しの送付があり、平成22年３月31日現在で以下のとおり株券等を保有している旨の報告を受けてお

りますが、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社として実質所有株式数の確認ができません。

なお、株式会社エヌ・ティ・ティ・データの大量保有報告書の写しの内容は、以下のとおりでありま

す。

氏名又は名称 住所
保有株券等

の数（株）

株券等保有

割合（％）

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ 東京都江東区豊洲三丁目３番３号 1,085 7.00

　

当第１四半期会計期間において、野村證券株式会社から平成22年３月18日付の大量保有報告書の変更報告書の写

しの送付があり、平成22年３月31日現在で以下のとおり株券等を保有している旨の報告を受けておりますが、株主名

簿の記載内容が確認できないため、当社として実質所有株式数の確認ができません。

なお、野村證券株式会社の大量保有報告書の写しの内容は、以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等

の数（株）

株券等保有

割合（％）

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 277 1.79

　

　

EDINET提出書類

ビリングシステム株式会社(E05741)

四半期報告書

11/30



(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記

載することが出来ませんので直前の基準日（平成21年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①　【発行済株式】

平成21年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 　 － － －

議決権制限株式（自己株式等） 　 － － －

議決権制限株式（その他） 　 － － －

完全議決権株式（自己株式等） 　 － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 15,503 15,503 －

単元未満株式 　 － － －

発行済株式総数 　 15,503 － －

総株主の議決権 　 － 15,503 －

　

②　【自己株式等】

該当事項はありません。

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成22年１月 ２月 ３月

最高(円) 128,500 120,500 144,500

最低(円) 116,100 101,600 104,100

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表及び四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

当社は、当第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び当第１四半期

連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）から四半期連結財務諸表を作成しておりま

す。前第１四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年３月31日まで）に係る四半期連結損益計

算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書に代えて、前第１四半期累計期間（平成21年１月１日から

平成21年３月31日まで）に係る四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書を記載しておりま

す。また、前連結会計年度末（平成21年12月31日）の要約連結貸借対照表に代えて、前事業年度末（平成21

年12月31日）の要約貸借対照表を記載しております。

なお、当該四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年

内閣府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期累計期間（平成21年１月１日

から平成21年３月31日まで）の四半期財務諸表については、監査法人トーマツにより四半期レビューを受

け、当第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び当第１四半期連結累

計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表については、有限責任

監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。

なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人

トーマツとなりました。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】
　　【当第１四半期連結会計期間末】

(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,907,953

売掛金 270,047

買取債権 103,312

商品 83,095

その他 81,295

流動資産合計 4,445,702

固定資産

有形固定資産 ※
 16,530

無形固定資産

のれん 21,341

その他 21,243

無形固定資産合計 42,584

投資その他の資産 47,056

固定資産合計 106,172

資産合計 4,551,875

負債の部

流動負債

買掛金 41,448

短期借入金 100,000

1年内返済予定の長期借入金 3,352

未払法人税等 1,414

預り金 2,963,778

賞与引当金 2,529

その他 47,379

流動負債合計 3,159,902

負債合計 3,159,902

純資産の部

株主資本

資本金 1,154,088

利益剰余金 217,595

株主資本合計 1,371,683

少数株主持分 20,288

純資産合計 1,391,972

負債純資産合計 4,551,875

EDINET提出書類

ビリングシステム株式会社(E05741)

四半期報告書

14/30



　　【前事業年度末の要約貸借対照表】
(単位：千円)

前事業年度に係る
要約貸借対照表

(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,291,881

売掛金 299,548

買取債権 200,169

商品 85,062

その他 65,185

流動資産合計 1,941,847

固定資産

有形固定資産 ※
 17,845

無形固定資産 22,867

投資その他の資産 83,715

固定資産合計 124,428

資産合計 2,066,275

負債の部

流動負債

買掛金 43,823

短期借入金 100,000

1年内返済予定の長期借入金 6,684

未払法人税等 2,814

預り金 436,311

その他 142,100

流動負債合計 731,734

負債合計 731,734

純資産の部

株主資本

資本金 1,154,088

利益剰余金 180,452

株主資本合計 1,334,541

純資産合計 1,334,541

負債純資産合計 2,066,275
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(2)【四半期連結損益計算書】
【当第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年３月31日)

売上高 287,933

売上原価 171,929

売上総利益 116,004

販売費及び一般管理費 ※
 81,941

営業利益 34,062

営業外収益

受取利息 472

その他 30

営業外収益合計 502

営業外費用

支払利息 529

その他 0

営業外費用合計 529

経常利益 34,035

税金等調整前四半期純利益 34,035

法人税、住民税及び事業税 417

法人税等調整額 △4,939

法人税等合計 △4,521

少数株主利益 1,414

四半期純利益 37,142
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【前第１四半期累計期間】
(単位：千円)

前第１四半期累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 222,804

売上原価 118,873

売上総利益 103,931

販売費及び一般管理費 ※
 69,576

営業利益 34,354

営業外収益

受取利息 370

その他 15

営業外収益合計 386

営業外費用

支払利息 142

営業外費用合計 142

経常利益 34,598

税引前四半期純利益 34,598

法人税、住民税及び事業税 237

四半期純利益 34,361
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
【当第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 34,035

減価償却費 3,476

のれん償却額 1,123

受取利息 △472

支払利息 529

売上債権の増減額（△は増加） 55,020

買取債権の増減額（△は増加） 96,857

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,967

仕入債務の増減額（△は減少） △24,046

未払金の増減額（△は減少） △74,862

預り金の増減額（△は減少） 234,710

賞与引当金の増減額（△は減少） 2,529

その他 △18,492

小計 312,376

利息及び配当金の受取額 419

利息の支払額 △529

法人税等の支払額 △950

営業活動によるキャッシュ・フロー 311,317

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △244

無形固定資産の取得による支出 △292

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入 ※２

 2,308,473

従業員に対する長期貸付金の回収による収入 150

投資活動によるキャッシュ・フロー 2,308,086

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △3,332

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,332

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,616,071

現金及び現金同等物の期首残高 1,291,881

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 3,907,953

EDINET提出書類

ビリングシステム株式会社(E05741)

四半期報告書

18/30



【前第１四半期累計期間】
(単位：千円)

前第１四半期累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 34,598

減価償却費 4,263

受取利息 △370

支払利息 142

売上債権の増減額（△は増加） 24,810

買取債権の増減額（△は増加） △42,640

たな卸資産の増減額（△は増加） △68,857

前渡金の増減額（△は増加） 71,021

仕入債務の増減額（△は減少） 855

預り金の増減額（△は減少） 301,975

賞与引当金の増減額（△は減少） 2,421

その他 △11,820

小計 316,400

利息及び配当金の受取額 305

利息の支払額 △142

法人税等の支払額 △950

営業活動によるキャッシュ・フロー 315,613

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △377

無形固定資産の取得による支出 △823

長期前払費用の取得による支出 △208

従業員に対する長期貸付金の回収による収入 300

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,109

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △3,332

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,332

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 311,172

現金及び現金同等物の期首残高 676,930

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 988,103
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第１四半期連結会計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年３月31日)

１．連結の範囲に関する事項の変
更

　当第１四半期連結会計期間より、トランスファーネット株式会社の株式を追
加取得し子会社としたため連結の範囲に含めております。
四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項については、追加情
報に記載しております。

　 　

　

【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年３月31日)

固定資産の減価償却費の算定方法 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額
を期間按分して算定する方法によっております。

　 　

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）

該当事項はありません。
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【追加情報】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年３月31日)

１．連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数　　　１社
　 連結子会社の名称　　トランスファーネット株式会社　　

　 当第１四半期連結会計期間より、トランスファーネット株式会社の株式
を追加取得し子会社としたため連結の範囲に含めております。

　 (2)非連結子会社の名称等　
　 給与賞与株式会社
　 連結の範囲から除いた理由　　

給与賞与株式会社は、資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フ
ローその他の項目から見て、企業集団の状況に関する合理的な判断を誤ら
せない程度に重要性が乏しいため、連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項 該当事項はありません。

３．連結子会社の四半期決算日等
に関する事項

　連結子会社であるトランスファーネット株式会社の決算日は、３月31日であ
ります。当第１四半期連結財務諸表の作成にあたっては、同社が３月31日現在
で実施した決算に基づく財務諸表を使用しております。

４．会計処理基準に関する事項

(1)重要な資産の評価基準及び評価
方法
 

 

 

 

 

 

 
(2)重要な減価償却資産の減価償却
の方法
 

 

 

 

 
(3)重要な引当金の計上基準
 

 

 

 
 
(4)その他四半期連結財務諸表作成
のための基本となる重要な事項

①有価証券
　　子会社株式及び関連会社株式
　　　　　移動平均法による原価法
　　その他有価証券
　　　時価のないもの
　　　　　移動平均法による原価法
②たな卸資産
　　商品
　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下
　　　に基づく簿価切下げの方法）
　　　
　　仕掛品
　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下 
　　　に基づく簿価切下げの方法）　　　　
 

①有形固定資産
　　定率法を採用しております。
　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　　　建物　　　　　　10年
　　　工具器具備品　4～6年
②無形固定資産
　　定額法を採用しております。
　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期
　　限（５年）に基づいております。
　　　商標権については10年で償却しております。
 
①貸倒引当金
　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率
　により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
　し、回収不能見込額を計上しております。
　　なお、当四半期連結会計期間末の貸倒引当金残高はありません。
②賞与引当金
　　従業員賞与の支給に充てるため、将来支給見込額に基づき、当第１四半
　期連結会計期間の負担額を計上しております。
　
消費税の処理の方法
　　税抜方式によっております。

５．連結子会社の資産及び負債の
評価に関連する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法を採用しておりま
す。

６．のれんの償却に関する事項 　のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っております。

７．四半期連結キャッシュ・フ
ロー計算書における資金の範
囲

　手元現金、随時引き出し可能な預金及び取得日から満期日までの期間が３ヵ
月以内の定期預金であります。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第１四半期連結会計期間末

(平成22年３月31日)

※　固定資産の減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 38,717千円
　

　
　

前事業年度末

(平成21年12月31日)

※　固定資産の減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 37,157千円
　

　

(四半期連結損益計算書関係)

第１四半期連結累計期間

当第１四半期連結累計期間

(自　平成22年１月１日

　至　平成22年３月31日)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は
次のとおりであります。

給料手当 30,282千円

支払手数料 15,369千円
　

　
　

第１四半期累計期間

前第１四半期累計期間

(自　平成21年１月１日

　至　平成21年３月31日)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は
次のとおりであります。

給料手当 24,604千円

支払手数料 17,184千円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間

(自　平成22年１月１日

　至　平成22年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連　　
結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関
係

(平成22年３月31日現在)
　

現金及び預金 3,907,953千円

現金及び現金同等物 3,907,953千円

 

※２　株式の追加取得により新たに連結子会社となった
会社の資産及び負債の主な内訳

　株式の追加取得により新たにトランスファー
ネット株式会社を連結子会社にしたことに伴う連
結開始時の資産及び負債の内訳並びにトランス
ファーネット株式会社株式の取得価額と取得のた
めの支出との関係は次のとおりであります。

　　トランスファーネット株式会社

流動資産 2,371,417千円

のれん 22,464千円

流動負債 △ 2,315,823千円

少数株主持分 △ 18,874千円

支配獲得前当社持分 △35,560千円

当該子会社株式の取得価額 23,625千円

当該子会社の現金及び現金
同等物

2,332,098千円
 

当該子会社株式取得による
収入

2,308,473千円
 

　

　

　

前第１四半期累計期間

(自　平成21年１月１日

　至　平成21年３月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対
照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成21年３月31日現在)

現金及び預金 988,103千円

現金及び現金同等物 988,103千円
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末（平成22年３月31日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　

至　平成22年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期　　　　連
結会計期間末

普通株式（株） 15,503

　

２　自己株式に関する事項

該当事項はありません。

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の金額は、前事業年度末と比較して著しい変動はありません。

　

(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日)

決済取次事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の

合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略してお

ります。

　

【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日)

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありませ

ん。

　

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日)

海外売上高がないため、該当事項はありません。

　

(有価証券関係)

当第１四半期連結会計期間末（平成22年３月31日）

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額は、前事業年度末と比較して著しい変化が認められないた

め記載を省略しております。

　

(デリバティブ取引関係)

当第１四半期連結会計期間末（平成22年３月31日）
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当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

当第１四半期連結会計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日）

該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日)

　

１株当たり純資産額 89,787.31円

　
　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当第１四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額（千円） 1,391,972

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） －

普通株式に係る四半期末の純資産額（千円） 1,391,972

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数（株）

15,503

　

　

前事業年度末
(平成21年12月31日)

　

１株当たり純資産額 86,082.76円

　
　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度末

(平成21年12月31日)

純資産の部の合計額（千円） 1,334,541

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） －

普通株式に係る純資産額（千円） 1,334,541

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数（株）

15,503
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２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第１四半期連結累計期間

　

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年３月31日)

 

１株当たり四半期純利益 2,395.85円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな
いため記載しておりません。
　

(注)　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目 　
当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年３月31日)

　四半期純利益（千円） 　 37,142

　普通株主に帰属しない金額（千円） 　 －

　普通株式に係る四半期純利益（千円） 　 37,142

　普通株式の期中平均株式数（株） 　 15,503

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益金額の算定に含めな
かった潜在株式で、前事業年度末から重要な
変動があったものの概要

　 －

　

　

第１四半期累計期間

　

前第１四半期累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

 

１株当たり四半期純利益 2,216.41円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな
いため記載しておりません。
　

(注)　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目 　
前第１四半期累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

　四半期純利益（千円） 　 34,361

　普通株主に帰属しない金額（千円） 　 －

　普通株式に係る四半期純利益（千円） 　 34,361

　普通株式の期中平均株式数（株） 　 15,503

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益金額の算定に含めな
かった潜在株式で、前事業年度末から重要な
変動があったものの概要

　 －
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年５月８日

ビリングシステム株式会社

取締役会　御中

　

監査法人トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　遠　藤　康　彦　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　三　富　康　史　　印
　

　 　 　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているビリ

ングシステム株式会社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの第10期事業年度の第１四半期累計期

間(平成21年１月１日から平成21年３月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半

期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ビリングシステム株式会社の平成21年３月31日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年５月10日

ビリングシステム株式会社

取締役会　御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　遠　藤　康　彦　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　三　富　康　史　　印
　

　 　 　

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているビ

リングシステム株式会社の平成２２年１月１日から平成２２年１２月３１日までの連結会計年度の第１四半

期連結会計期間（平成２２年１月１日から平成２２年３月３１日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成

２２年１月１日から平成２２年３月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ビリングシステム株式会社及び連結子会社の

平成２２年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

　

以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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